
1 
 

 

2024年５月 14日 

各位 

会社名 株式会社メニコン 

代表者名 代表執行役社長 ＣＯＯ 川浦 康嗣 

（コード番号：7780 東証プライム市場・名証プレミア市場） 

問合せ先 執行役 総合統括本部長 ＣＦＯ 古賀 秀樹 

（TEL. 052-935-1646） 

 

中期経営計画における新定量目標設定のお知らせ 

 

当社は、中期経営計画として「Vision2030」を掲げ、マイルストーンとして設定した 2026年３月期の

定量目標達成に向けて事業を推進してまいりましたが、この度、新たなマイルストーンとして 2028年３

月期の定量目標を設定しましたのでお知らせいたします。 

尚、中期経営計画の詳細に関しましては、資料「中期経営計画」をご参照ください。 

（「中期経営計画」URL：https://www.menicon.co.jp/company/ir/plan.html） 

 

記 

 

１．2028年３月期定量目標設定の背景 

 当社は、中期経営計画の定量目標として2021年５月に発表した2026年３月期における売上高1400億

円、営業利益率12%、ROE10%の達成に向けて取り組んでまいりました。 

 売上高は継続して伸長を続けてきたものの、コロナ禍における一時的な需要の停滞を受けたことによ

る１日使い捨てコンタクトレンズの生産設備の投資時期の見直しと、その後の世界情勢の変化に起因し

たサプライチェーンの混乱等により、当初想定よりも生産能力の増強に時間を要し１日使い捨てコンタ

クトレンズが需要に対して十分に供給できない状況が継続しております。加えて、中国における景気停

滞の影響等によりオルソケラトロジーレンズの市場成長が緩やかになっております。また、利益面では

インフレによる調達コスト上昇の影響を受けるなど、定量目標を設定した当時とは前提条件が変わり、

取り組むべき内容も変化してきております。 

 そのような状況を踏まえ、「Vision2030」を実現するために、２つの成長戦略方針「１DAY戦略方針：

独創性のある製品とサービスで、1DAYグローバルトッププレーヤーを目指す」、「オルソケラトロジー

関連（近視進行抑制）戦略方針：近視進行抑制に関する新たな価値を創造し、オルソケラトロジー関連

（近視進行抑制）のリーディングカンパニーを目指す」を設定するとともに、新たに2028年３月期の定

量目標を設定いたしました。 

 

２．成長戦略 

世界的な近視人口の増加を背景に、簡便さから引き続き強い需要が予想される１日使い捨てコンタク

トレンズの販売拡大を成長の柱とします。加えて、近視の低年齢化等に起因する強度近視人口の増加に

対する解決策の一つである近視進行抑制の効果が期待されるオルソケラトロジーレンズと、オルソケラ

トロジーレンズに使用されるケア用品（以下、オルソケラトロジー関連製品）の安定的な売上成長を目

指します。そして、これらの取り組みにより国内および海外の各重点地域における売上高の継続的な拡

大及び中長期における収益性の向上を図ってまいります。 

 １日使い捨てコンタクトレンズについては、既存工場の稼働率の向上や生産設備の増設に加えマレー
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シア工場稼働による生産能力の増強に取り組みます。国内ではメルスプランの１日使い捨てコンタクト

レンズの会員比率増加による安定的な売上成長、海外では主に欧州・北米における大手量販チェーンへ

の販売拡大による成長を見込んでおります。また、オルソケラトロジー関連製品は、複数のオルソケラ

トロジーレンズのラインアップおよび消毒効果と洗浄効果に定評のあるケア用品を活用し、安定的な需

要が見込まれる中国を中心としたアジアを含むグローバルでの販売拡大による売上成長を見込んでおり

ます。 

 また、利益面においては、主にマレーシア工場における生産の本格化により１日使い捨てコンタクト

レンズの生産量を増加させ量産効果による原価の低減を図る事により、当社グループの収益性の向上を

見込んでおります。 

 

３．定量目標 

 2026年３月期 

（2021年５月13日発表） 

  2028年３月期 

（今回発表） 

売上高 1,400億円 売上高 1,400億円超 

営業利益率 12% 営業利益率 12% 

ROE 10% ROE 12% 

※2028年３月期の戦略目標として、１日使い捨てコンタクトレンズの売上高420億円、オルソケラトロ

ジー関連製品の売上高200億円を掲げています。 

 

４．配当方針の設定 

 2024年５月14日のリリース「配当方針の変更及び剰余金の配当に関するお知らせ」に記載のとおり、

当期業績及び将来の事業展開や財務体質の強化に必要な内部留保の充実を総合的に勘案し適切に実施し

ていくことを配当方針としておりましたが、継続的な安定配当とするために配当性向 30%程度を目安と

することを加えました。今後も、株主の皆様へ継続的な利益還元を実施してまいります。 

 

以上 


